
貸 借 対 照 表 

2025年  5月 31日 現在 (単位：円)

タムラエンバイロ株式会社

資    産    の    部

【 流 動 資 産 】       396,128,538

現 金           824,782

当 座 預 金           276,300

普 通 預 金       266,801,089

売 掛 金        94,152,560

完 成 工 事 未 収 入 金        10,192,421

貯 蔵 品           240,460

前 払 費 用            65,760

未 収 入 金 １           526,278

未 収 入 金 ２        22,924,100

立 替 金           124,788

【 固 定 資 産 】       139,397,580

【 有 形 固 定 資 産 】       130,272,485

建 物           324,221

建 物 付 属 設 備        12,564,469

構 築 物         4,985,044

機 械 装 置        95,205,344

車 両 運 搬 具         4,878,345

工 具 器 具 備 品         1,998,707

建 設 仮 勘 定         5,737,000

造 作 勘 定            26,777

リ ー ス 資 産 （ 有 形 ）         4,552,578

【 無 形 固 定 資 産 】         2,148,149

ソ フ ト ウ エ ア         2,148,149

【 投 資 そ の 他 資 産 】         6,976,946

出 資 金            90,550

差 入 保 証 金         1,510,000

リ サ イ ク ル 預 託 金             8,820

繰 延 税 金 資 産         5,367,576

資 産 合 計       535,526,118

負    債    の    部

【 流 動 負 債 】       165,848,516

一 年 内 返 済 長 期 借 入 金        26,822,000

未 払 金 ( 末 )        33,845,597

未 払 金        76,916,643

未 払 費 用 １         2,662,937

預 り 金         3,498,439

未 払 法 人 税 等            91,300

未 払 費 用 ２            79,639

未 払 消 費 税 等         1,687,400

リ ー ス 債 務 （ 流 動 ）         1,296,925

前 受 金         1,863,950

賞 与 引 当 金        17,083,686

【 固 定 負 債 】       223,404,404

長 期 借 入 金       220,129,000

リ ー ス 債 務 （ 固 定 ）         3,275,404

負 債 合 計       389,252,920

純   資   産   の   部

【 株 主 資 本 】       146,273,198

【 資 本 金 】        30,000,000

【 利 益 剰 余 金 】       116,273,198

利 益 準 備 金         7,500,000

【 そ の 他 利 益 剰 余 金 】       108,773,198

別 途 積 立 金       120,000,000

繰 越 利 益 剰 余 金 △     11,226,802

純 資 産 合 計       146,273,198

負 債 ・ 純 資 産 合 計       535,526,118



 

個 別 注 記 表  

 

（重要な会計方針に関する注記） 

 

１．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並び

に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

建物 

建物附属設備 

構築物 

機械装置 

車両運搬具 

工具器具備品 

造作勘定 

７年〜16年 

８年〜31年 

10年〜15年 

２年〜８年 

２年〜５年 

３年〜10年 

15年 

（２）無形固定資産 

ソフトウエアについては定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は５年であります。 

 

２．引当金の計上基準 

（１）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込み額に基づき、当期に対応する金額を計上しております。 

 

３．収益及び費用の計上基準 

（１）中間処理・収集運搬事業 

中間処理・収集運搬事業においては、顧客との契約に基づき、産業廃棄物の中間処理及び収集運搬に係

る役務提供を行う義務を負っております。産業廃棄物の中間処理及び収集運搬に係る役務提供は、産業廃

棄物は中間処理施設に搬入後直ちに分別・中間処理されることから、中間処理施設に搬入した時点で履行

義務が充足されると判断し、当該産業廃棄物を中間処理施設に搬入した時点で収益を認識しております 

（２）解体工事事業 

解体工事事業においては、顧客との工事請負契約等に基づき、工場や建物等の構造物の解体工事や重量

物の撤去作業を行う義務を負っております。解体工事は、契約における取引開始日から完全に履行義務を

充足すると見込まれる時点までの期間がごく短いため、代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収

益を認識せず、工事が完了した時点で収益を認識しております。 

（３）リサイクル事業 

リサイクル事業においては、顧客との販売契約に基づき、中間処理において発生した再利用可能な資源

を引き渡す義務を負っております。当該資源は、顧客に引渡された時点で、顧客が当該資源に対する支配

を獲得し、履行義務が充足されることから、当該資源の引渡時点で収益を認識しております。 

 

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（１）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 



 

（誤謬の訂正に関する注記） 

１．前事業年度において未計上であったリース資産及びそれらに係る税効果会計等の影響を適切に反映させる

ため、当事業年度において訂正を行いました。当該訂正による累積的影響額は、当年度期首の純資産の帳簿

価額に反映しています。この結果、株主資本等変動計算書の期首残高は利益剰余金が328千円減少しており

ます。 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．発行済株式の総数に関する事項 
（１）当事業年度末における発行済株式の種類及び数：普通株式   600株 

（２）当事業年度末における自己株式の種類及び数：  普通株式      －株 

 

２．剰余金の配当に関する事項 
（１）配当金支払額等 

配当の原資    配当金の総額  1株当たり配当金   基準日     効力発生日 

繰越利益剰余金  199,800千円   333,000円     2025年5月31日   2025年8月29日 

（２）基準日が当事業年度に属する配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

当事業年度の末日（2025年5月31日）を基準日とする剰余金の配当で、効力発生日が翌事業年度とな

るものは、次のとおりであります。なお、本件は翌事業年度の 2025年8月開催予定の定時株主総会にお

いて付議する予定であります。 

配当の原資     配当金の総額  1株当たり配当額   基準日      効力発生日 

繰越利益剰余金    100,200千円    167,000円    2025年5月31日   2025年8月29日 

 


	貸借対照表

